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IFRS第15号の適用と日本企業への影響

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































・IASB IFRS15, Revenue from Contracts with 
Customers, May 2014.
・IASB Clarifications to IFRS 15 ‘Revenue from 
Contracts with Customers’ issued, April 2016.
・http://www.i-advisory.com．
・http://www.keieikanrikaikei.com．
・https://www.zeem.jp．
する。IFRS15が適用されると、条件が満たせな
い場合は現在の工事完成基準で処理を行うことが
できる案件でも、原価回収基準の適用となる。こ
れは、日本基準からの工事完成基準の廃止を意味
する。
８）工事進行基準と収益認識基準で異なるのは、進
捗度に応じて収益を計上するための条件である。
工事進行基準では、「工事収益総額、工事原価総額、
決算日における進捗度を、信頼性をもって見積る
ことができる場合」としているのに対し、収益認
識基準では「一定の期間、製品やサービスが顧客
企業に移転しているかどうか」を判断する条件が
別途、定められている。
９）例えば、光通信は2016年３月期よりIFRSを任
意適用しており、IFRS15は2016年３月期に遡っ
て適用された。光通信の決算説明資料（2018年３
月期通期）によれば、IFRS15の適用による2019
年３月期の増益インパクトは10億円程度を見込ん
でおり、IFRS15の適用前（2018年３月期）の獲
得コストの年次推移は、△317億であるが、適用
後（2019年３月期）は△350億円になることが予
想される。従って、IFRS15の適用後は契約獲得
を推進しやすくなることが予想される。
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